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1．はじめに

日本の学校教育を担う教員の資質能力の向上を目指し，大学の教職課程の質的水準に寄与するために，教職課
程コアカリキュラムの検討・作成が行われてきた（文部科学省 2001；2017a; 中央教育審議会 2015）。教職課程
コアカリキュラムは全国すべての大学の教職課程で共通的に修得すべき資質能力を示し，「各大学が責任をもっ
て教員養成に取り組み教師を育成する仕組みを構築することで教職課程全体の質保証を目指すものである。」（文
部科学省 2017a: 2）。教職課程コアカリキュラムは，教職課程が取得を目指す教員免許の学校種，職種，免許状
の種類など多岐にわたるため，「教科に関する科目」ではなく，学校種や職種の共通性の高い，現行の「教職に
関する科目」を対象としている。なお，「教職実践演習」については，平成 18 年（2006 年）の中央教育審議会
答申『今後の教員養成・免許制度の在り方について』（中央教育審議会 2006）において授業内容例や到達目標等
が示されていることから，新たなコアカリキュラムは作成されなかった。

一方，教職課程コアカリキュラムでは対象とされなかった英語科については，文部科学省委託事業「英語教員
の英語力・指導力強化のための調査研究事業」（2015～2016 年度）（東京学芸大学 2017）による調査研究によっ
て「英語教員養成・研修コア・カリキュラム策定」の検討が進められた。本事業の目的は，現行学習指導要領の
改訂にあたり，（1）教員の英語力・指導力強化に向けて，コア・カリキュラムを含めた教職課程のモデル・プロ
グラムの開発・検証，および，（2）教員研修プログラムの開発・検証を行い，それらの成果の活用・普及を図る
ことであった。本事業によるコア・カリキュラムの本案は 2017 年 3 月に公開された（1）。

2．本研究の目的・背景

2.1　目的

本研究の目的は，文部科学省委託事業の一環として進められた「教員養成コア・カリキュラム（英語）」（馬場 
2017，文部科学省 2017b，東京学芸大学 2017，）をふまえて，東海大学課程資格教育センター（英語文化コミュ
ニケーション学科開講）の 2019 年度新設科目「英語科教育実践論」の位置付けとその役割について検討するこ
とである。英語科教育実践論は「教科及び教科の指導に関する科目」の必修科目の一つとして，2021 年度に 3
年生（6 セメスター）を対象に導入される。筆者は 2014 年度から，本科目の前身である，現行の「英語科教育
法特論」（選択科目）を担当している（2）。

2.2　背景

「大学における教員養成」「開放制」「免許状主義」の 3 つが日本の教師教育改革にもたらす弊害に関して，「専
門性基準（（professional standards）」に基づくカリキュラム編成と国家試験による資格授与の重要性・必要性
を佐藤（2015）は主張する。国による教職課程コアカリキュラム開発ための一連の研究・研究成果は，佐藤の批
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判に応える点においても，極めて重要なものであり，各課程認定大学のプログラムやカリキュラムの指標や枠組
みになるはずである（伊東 2018a）。英語科の教員養成についても「教員養成コア・カリキュラム（英語）」が今
後の基本方針になると考えられる。また，本コア・カリキュラム策定の最も大きな要因の 1 つが，2020 年度の
学習指導要領完全実施にともなう，小学校における英語の教科化（第 5・6 学年対象）であったことは，中・高
の英語科教員の養成に新たな視点が求められることを意味する。

東海大学は非教員養成系・私立大学として，英語科教職課程を開設し，中・高等学校の教員免許状を授与して
いる。本校においても，教職課程コアカリキュラム，および教員養成コア・カリキュラム（英語）の考え方を理
解し，2019 年度以降の開講科目の授業シラバスに活かすことが重要である。本稿では，小・中連携の視野に立
ちながら，新設「英語科教育実践論」に焦点をあてて検討する。当該科目は，「教職に関する科目」の「教職課
程及び指導法に関する科目」として 3 年・4 年生を対象に開講される「各教科の指導法」科目 4 つのうちの 1 つ
であり，適用は 2019 年度入学生（9bbc 生）からとなる（3）。

3．東海大学の英語科教職課程

3.1　英語科教職課程の履修（～2018年度）

東海大学の現行の教職課程において，1 年次（1 セメスター，2 セメスター），2 年次（3 セメスター，4 セメス
ター）の履修科目は原則的に，「教職論（中・高）」「教育原理（中・高）」「教育心理学（中・高）」「教育制度論

（中・高）」「学習指導論（中・高）」「道徳教育論（中）」「特別活動論（中・高）」「生徒指導論（中・高）」「教育
相談（中・高）」である。表 1 は，3 年次以降に履修する「英語科の指導法」4 科目をまとめたものである（東海
大学課程資格教育センター 2018a）。現行のカリキュラムによる授業の対象者は 2018 年度入学生（8bbc 生）ま
でである。
・英語科教育法 1（2 単位，中免・高免ともに必修，3 年次に履修）
・英語科教育法 2（2 単位，中免・高免ともに必修，3 年次に履修）
・英語科教材論（2 単位，中免のみ必修，3 年次に履修）
・英語科教育法特論（2 単位，中免・高免ともに選択，3 年次に履修）

3.2　英語科教職課程の履修（2019年度～）

2019 年度から東海大学の英語科教職課程はどのように変わるのか。表 2 は，東海大学課程資格教育センター
の資料（東海大学課程資格教育センター 2018b）を使用し，筆者が教職課程における「英語科」の位置付けをま
とめたものである。2019 年度入学生（9bbc）から適用される新しい免許法によるカリキュラムの 4 科目は次の
通りである。これら 4 科目の履修にあたっては，「教職論」「教育原理」「教育心理学」「学校制度論」のうち 3 科
目以上の単位修得が先行要件となる。2019 年度以前との明らかな変更点は，現行の「英語科教育法特論」の名
称変更科目である「英語科教育実践論」が必修になることである。
・英語科教育法 1（2 単位，中免・高免ともに必修，3 年次に履修）
・英語科教育法 2（2 単位，中免・高免ともに必修，3 年次に履修）
・英語科教材論（2 単位，中免のみ必修，3 年次に履修）
・英語科教育実践論（2 単位，中免のみ必修，3 年次に履修）（英語科教育法特論の名称変更）

表 3 は，文部科学省の「教職課程コアカリキュラム」に準拠した本センターの資料（東海大学課程資格教育セ
ンター 2018c）を引用したものである。表 3 は英語科を特定したものではないが，「英語科教育法 1（中・高）」

「英語科教材論（中）」「英語科教育法 2（中・高）」の 3 科目は現行カリキュラムでも開講されているため，これ
らの担当教員が引き続き，現行の基本路線を踏襲する可能性も念頭に入れながら，「英語科教育実践論」の位置
付けと役割を検討する必要がある。また，「英語科教育法特論」の実情も参考にすることが有用であると思われ
る。
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表 1　教職課程の履修について［2017年度生と 2018年度生］（中学校・高等学校 1種免許状）
：3年・4年（5セメスター～8セメスター）

（東海大学課程資格教育センター2018aより抜粋および一部改変）

表 2　教職課程の履修について［2019年度生］（中学校・高等学校 1種免許状）：
3年・4年（5セメスター～8セメスター）（東海大学課程資格教育センター2018bより抜粋および一部改変）

2 
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4．教員養成コア・カリキュラム（英語）

4.1　教員養成コア・カリキュラム（英語）

新しい免許法による「英語科教育実践論」を検討するにあたり，本節では，文部科学省委託事業「英語教員の
英語力・指導力強化のための調査研究事業」（2015～2016 年度）の取組みの一部として 2017 年 3 月に公開され
た「教員養成コア・カリキュラム（英語）」（本案）を概観する。本委託事業の取組みは，以下のように（1）教
員養成と（2）現職教員研修を対象にしていた（東京学芸大学 2017：7）。

（1）�小学校教員及び中・高等学校の英語担当教員英語力・指導力向上に向けた大学の教職課程におけるコア・カ
リキュラムの開発・検証
①�各大学の小学校教員教職課程及び中・高等学校外国語の教職課程のプログラムにおけるコア・カリキュラ

ム等の実証
②�大学等における実際の活用や学会・研究会等への意見聴取を通じた検証により，プログラムを改善
③大学の教職課程における活用

表 3　各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む）（東海大学課程資格教育センター 2018c）
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④活用事例集，映像資料の作成，普及
（2）小・中・高等学校の現職教員を対象とした教員研修プログラムの開発・検証

①教育委員会，大学，学校等の連携によるモデル・プログラムを活用した研修実施の実証
②実際の活用や学会等への意見聴取を通じた検証により，プログラムを改善
③�「初任者研修」，「5 年経験者研修」，「10 年経験者研修」などの研修，「免許状更新講習」や「免許法認定

講習」への活用
④活用事例集，映像資料の作成，普及

教員養成コア・カリキュラム（英語）の本案は，英語科教員養成における学修内容の「最低限の要素（minimum 
essentials）」を示している。よって，本コア・カリキュラムは法令ではないが，2019（平成 31）年度以降，大
学の英語科教職課程認定の際に参照される可能性が高いことから，拘束力を持つものとして位置付けられてい
る。但し，学習すべき順序，設定方法，授業回数などについては，各大学において独自の取組みが可能である。

小学校教員養成コア・カリキュラムは全ての小学校教員養成課程への適用が想定されており，小学校教員免
許の取得希望者全てが対象となります。また，中・高等学校教員養成コア・カリキュラムは，中・高等学校
の外国語（英語）教員免許の取得希望者全てが対象となります（文部科学省 2017b: 1）。

4.2　小学校教員養成課程（外国語・英語）と中・高等学校教員養成課程（外国語・英語）

教員養成コア・カリキュラム（英語）は，「小学教教員養成課程」と「中・高等学校教員養成課程」の 2 本立
てである。また，「教職課程における科目の大くくり化及び教科と教職の統合」の方針（中央教育審議会 2015）
を反映した構成や名称が用いられいる（東京学芸大学 2017: 64）。

A．�小学校教員養成課程　外国語（英語）コア・カリキュラム：外国語の指導法（2 単位程度）と外国語に関
する専門的事項（1 単位程度）

B．�中・高等学校教員養成課程　外国語（英語）コア・カリキュラム：英語科の指導法（8 単位程度）と英語
科に関する専門的事項（20 単位程度）

筆者は伊東（2018a）において，小学校の外国語と中・高等学校の英語科の連携のイメージを掴むために，文
部科学省（2017b）のコア・カリキュラム構造図を参照し，外国語の指導法，外国語に関する専門事項の対照表
を作成した（表 4，表 5）。小学校教員養成課程を持たない東海大学にとっても「英語科教育実践論」の授業シラ
バスを検討する上で，日本の英語教育の改革・変化を理解し，小・中の連携を考慮することが重要であろう。

4.2.1　小学校教員養成課程

全体目標：小学校教員免許の取得希望者は，「外国語の指導法（2 単位程度）」「外国語に関する専門的事項（1
単位程度）」を通して，以下を身につける（表 4，表 5）。
・授業計画と指導技術の基本
・小学校において外国語活動・外国語の授業ができる国際的な基準である CEFR B1 の英語力
4.2.2　中・高等学校教員養成課程

全体目標：中・高等学校の外国語（英語）教員免許の取得希望者は，「英語科の指導法（8 単位程度）」「英語
科に関する専門的事項（20 単位程度）」を通して，あるいは，両者を統合する科目を設定して，以下を身につけ
る（表 4，表 5）。
・「聞くこと」「読むこと」「話すこと（やり取り・発表）」「書くこと」の 5 つの領域にわたる生徒の総合的なコ

ミュニケーション能力を育成するための授業の組み立て方及び指導・評価の基礎
・生徒の理解の程度に応じて英語で授業ができる指導力
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表 4　教員養成コア・カリキュラム（英語）：
指導法（文部科学省 2017：2；2017: 4の構造図より抜粋および改変）（伊東 2018a: 38）
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表 5　教員養成コア・カリキュラム（英語）：
専門的事項（文部科学省 2017: 2；2017: 4の構造図より抜粋および改変）（伊東 2018a: 39）

表 6　CEFR国際スケール：
Independent User（B2）（British Council 2017の表より一部抜粋および改変，日本語訳は筆者による）
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・国際的な基準である CEFR B2 レベルの英語力
4.2.3　英語教員に求められる授業力

英語教員の授業力は，「指導に必要な知識・技能」と「英語力」に大別することができる。知識・技能につい
ては，教員養成コア・カリキュラムで示された単位数を見てみると，小学校の「外国語の指導法（2 単位）」と
中・高等学校の「英語科の指導法（8 単位）」であるが，ともに学習項目の多さに気づく。専門的事項に関して
は，小学校の「外国語に関する専門的事項（1 単位程度）」と，中・高等学校の「英語科に関する専門的事項（20
単位）」との単位数の差は大きく，小学校の外国語活動・外国語と中・高等学校の外国語（英語），それぞれの授
業時間数，学習内容や到達目標の違いを反映したものであろう。授業時間数については，小学校の外国語活動

（中学年）は年間 35 単位時間，外国語（高学年）は年間 70 単位時間に対し，中学校の外国語（各学年）は年間
140 単位時間（文部科学省 2017c; 2017d）である。

専門的事項については，中・高等学校の場合，英語科の指導法の科目で直接的に扱う学習内容ではないが，4
領域（英語学，英語文学，英語コミュニケーション，異文化理解）を指導に関連づけることが可能である。例え
ば，2016 年の教員養成コア・カリキュラム試案において，1 つの領域として提案された「異文化・文学」は，
2017 年本案ではそれぞれ別の領域になった。その理由として，英語文学を従来の訳読式ではなく，文学作品の
内容を英語で要約する，ディスカッションをするなどの活動を取り入れる必要性が指摘されたことによる（東京
学芸大学 2017，馬場 2017）。これら 4 領域は，東海大学では主に「一般的包括的科目」にあたる英語文化コミ
ュニケーション学科の開講科目によって対応されるが，教員養成コア・カリキュラムで示された学修内容の「最
低限の要素」を英語科教職課程において「横断的に」学ぶべきであろう。

教職履修生が身につけるべき英語力の目標値ついては，教員養成コア・カリキュラムでは CEFR 国際スケー
ルが用いられている。CEFR（Common European Framework of Reference for Languages: Learning, Teaching, 
Assessment）は，2001 年に欧州評議会がヨーロッパの外国語学習者の習得状況，評価，指導のための共通参照
枠組みとして公開したガイドラインである（Council of Europe 2001）（4）。小学校の外国語（B1）と中・高等学校
の英語科（B2）は「自立した言語使用者（Independent User）」である。B2 は「実務に対応できる者・準上級
者レベル（Vantage or Upper Intermediate level）」とされている（表 6）。しかし，英語教員として授業に必要
な英語力を CEFR 国際スケールで図れるか否かについては批判的に考える必要がある。とかく国際スケールの
レベルが独り歩きしているようなところがあるが，CEFR が示す 6 段階尺度の Can Do は，本来，（目標）言語
を実際に使用する特定の状況下で個人に求められる能力の観点別記述であり，社会文化コンテクストに根差して
いることをきちんと理解しなければならない（伊東 2018a）。

4.3　J-POSTLと教員養成コア・カリキュラム（英語）

教員養成コア・カリキュラム（英語）で示された学修内容の「最低限の要素」をいかに東海大学の英語科教職
課程に取り入れていくのか。本節では，「言語教師のポートフォリオ（Japanese Portfolio for Student Teachers 
of Languages: J-POSTL）」の自己評価記述文（Self-Assessment）と，このコア・カリキュラムの「英語科の指
導法」学習項目とを照らし合わせて考えてみる。

4.3.1　J-POSTL

J-POSTL は，欧州評議会による「言語教育実習生用ヨーロッパ・ポートフォリオ（The European Portfolio 
for Student Teachers of Language; EPOSTL）」（Little et al 2007，Newby et al 2007）を日本の言語教育環境下
で受容できるように翻案化したものである。CEFR と密接に連携している EPOSTL は，言語教育の教職課程履
修生に教職に必要な知識を考え，将来の教育者としての成長のための「省察（reflection）」のツールとして用い
られる文書である。この J-POSTL の中核をなすのが「自己評価記述文（7 分野Ⅰ～Ⅶ，全 96 項目，Can-do チ
ェックリスト形式）」で，目標言語を実際に使用する特定の状況下において個人に求められる能力の観点別記述
にはそれぞれ 5 段階の自己評価（1-5）が付いている（JACET 教育問題研究会 2014）。

本研究において J-POSTL の自己評価記述文を参照する理由は，筆者が教員の専門性基準のない日本における
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J-POSTL 使用の意義や有効性に着目し，J-POSTL を用いて英語科教職履修生とともに実践や調査を行ってきた
という背景によるものである（伊東 2017a; 2017b; 2017c; 2018b，伊東・宮崎 2017）。例えば，伊東（2018b）で
は，東海大学の履修生を対象とし，2014 年度 2bbc 生が教育実習を終えた 8 セメスター（4 年次）に，5 名の協
力者を対象に面接調査を実施した。その目的は，（1）非教員養成系・私立大学の履修生にとって教育実習の経験
はどのような意味を持つのか，（2）ポートフォリオ（J-POSTL）は履修生の学びの過程を可視化し，当事者間
の共通理解のためのツールとして有効であるかを明らかにすることであった。2bbc 生は 3 年次から 2 年間（5
セメスターから 8 セメスター），J-POSTL を補助教材として使用し，主に自己評価記述文のチェックリストを通
して，教職課程での「学び」を省察・振り返り（Reflection on Action, Reflection in Action, Reflection for 
Action）を行った。面接調査の結果，調査協力者は教育実習に行き，実際の教育現場で教えるという経験によっ
て初めてポートフォリオの意義や内容を理解できたという意見が散見されたが，（教育実習前の）模擬授業の際
にポートフォリオを使用することに有効性を感じた者もいた。また，ポートフォリオの（自己評価記述文の）項
目があることによって学習の目標が明確になる，自己評価をして勉強を続けていくことが役に立つであろうとい
う意見もあった。このように J-POSTL の自己評価記述文は教員としての資質・能力を履修者に示す指標の役割
を果たし，ポートフォリオを使用することによって彼らの学びの過程を可視化することに意味・意義があると考
えられる。
4.3.2　J-POSTLと教員養成コアカリキュラム（英語）：学習項目の対応

表 7 は，J-POSTL の自己評価記述文と教員養成コア・カリキュラム（英語）の「英語科の指導法（8 単位程
度）」の学習領域・項目を比較・検討したものである。J-POSTL の「教育環境」「教授法」「授業計画」「評価」
と，教員養成コア・カリキュラムの「カリキュラム／シラバス」「生徒の資質・能力を高める指導」「授業づく
り」「学習評価」が対応していることが分かる。このことから，これらの学習領域・項目は，東海大学の 4 つの

「英語科の指導法」科目（英語教育法 1，英語科教育法 2，英語科教材論，英語科教育実践論）において，英語教
育の基礎・理論として教えるべきであると考えらえる。

一方で，両者が直接的に対応していない J-POSTL の「教授資料の入手先」「授業実践」「自立学習」は応用・実
践として取扱ってはどうか。これら 3 領域を「英語科教育実践論」の中心とするような授業シラバスを検討してみ
るのはどうであろうか。表 8 は，J-POSTL の 3 領域ごとの下位項目（自由記述文）をまとめたものである。これら
の下位項目に関して，「英語科教育実践論」では，他の 3 科目による授業内容との整合性を図りながら，担当教員に
よる講義に加え，履修生による協働学習と授業実践の場と機会を確保することが重要である。なお，J-POSTL には
教員養成コアカリキュラム（英語）の「第二言語習得」に直接的に対応する学習項目がないが，東海大学の場合，

「教科に関する専門的事項（20 単位）」として「言語習得（4 単位）」等でも学ぶこともできる。
本来であれば，「教授資料の入手先」は英語科教材論，「授業実践」は英語科教育法 1，および英語科教材法 2

の中で履修するべき学習領域・項目であるが，それぞれ 2 単位の授業において扱える内容には時間的な限界があ
り，履修者の授業実践を十分に行えない可能性が大きい。履修者数にもよるが，仮に 20 名とした場合，100 分
授業を使って 1 名あたり 50 分の模擬授業を行うと，1 回の授業で 2 名の実践となる。全員が同じ経験をするに
は 10 回の授業が必要になる試算となり，このような授業計画がいかに非現実的であるかは明らかである。1 名
あたり（半分の）25 分であれば 1 回あたり 4 名の実践，5 回の授業となるが，本来の中・高の 50 分授業を導
入，展開，まとめという流れで経験することはできない。いずれの試算であっても，履修者は 1 つの科目の中で
何度も模擬授業の機会を持てるわけではないため，教育実習前に授業実践の経験をどのようにして積むのかは，
英語科教職課程の最も大きな課題の 1 つである。

4.4　英語科の指導法：英語科教育法特論（2014～2016年度）

前述の通り，現行カリキュラムの 4 つの「英語科の指導法」科目の中で，「英語科教育法特論」は唯一の選択
科目としてウィンターセッション（2 月の集中授業，4 日間，2 単位）にて開講されている。2019 年度入学生を
対象に，必修科目「英語科教育実践論」に生まれ変わり，2021 年度に導入されるため，本節では，新しいカリ
キュラムのための参考資料として本科目の概要や過去の履修者コメントを報告する（5，6）。
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表 7　J-POSTLと教員養成コア・カリキュラム（英語）：学習項目の対応
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表 8　英語科教育実践論：J-POSTLによる学習項目の検討（JACET教育問題研究会 2014 38-39; 46-50; 52-57より抜粋）
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4.4.1 概要

筆者は 2014 年度から当該科目を担当しているが，他の 3 科目で取り上げられていない小・中連携の英語教育
のあり方を考える授業シラバスにしている。履修者は中・高等学校の教員志望者であるが，小学校で英語教育が
始まっても，中学校で小学校英語を無視した形でゼロからスタートする授業が続けば，結局，従来の中学校英語
が繰り返されることになる。そのような事態を回避するためにも，教職課程履修生に日本の英語教育の現状，と
くに小学生の英語教育をめぐる動きと実際を理解してもらうために，先進事例の一つとして東海大学附属小学校
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（当時）（静岡県清水市）の授業ビデオ（2 年生，6 年生）などを通して小学生の実際を視聴させた（7）。また，英
語学習導入期に有用な教授法・指導法の中から，歌，チャンツ，ライム，教室英語（Classroom English）を練習
し，小学校外国語活動の共通教材『Hi, friends 1』『Hi, friends 2』（文部科学省 2011a; 2011b）を使用したアクテ
ィビティをグループで考えさせる活動なども取り入れてきた。2016 年度（4bbc 生）については，受講者 3 名が
中学校 1 年生を対象とした 15 分～20 分の模擬授業を実施した。授業 1 日目に模擬授業の課題を説明し，メール
添付の形で「模擬授業・指導案（テンプレート）」（ワードファイル）を受講者に送付し（APPENDIX），2 日目
の授業開始までに各自の指導案をメールで提出させるという手順を踏むことで時間的制約への対応を図ったもの
である。授業研究のためのビデオ視聴（小学校 2 年生，中学校 1 年生）に加えて，授業分析・アクションリサー
チ，評価についても講義し（8），目標と評価のあり方について授業計画・実践の視点から考えさせるようにした。
4.4.2　振り返り

2014 年度～2016 年度の「英語科教育法特論」受講生（2bbc 生，3bbc 生，4bbc 生，計 15 名）に対して，ウ
ィンターセッション終了後，「Winter Session 振り返り」を提出させた（2017 年度の履修登録はゼロであった）。
この振り返りから，3 年次終了時までの授業実践の機会の少なさが英語科の指導法科目の課題として，浮き彫り
になった。また，小学校英語教育に対する理解を深めることへの気づきも散見された。以下に，各年度から 1 名
ずつのみであるが，彼らの振り返り（原文のまま）を紹介する。
◆ �2014 年度（2 月 26 日，2bbc 生）：講義中心だっため受講生からのコメントには小・中・連携に関するものが

多かった。
1．主な活動内容

 講義：小学校英語教育の現場，小中高の連携のあり方
2．学んだこと・コメント

 �中学校・高校の教員だから，小学校について知らないというのはいけない。卒論で小学校英語について研究
するので，今日の授業はとても役に立った。たった 1 日だけではなく，このテーマでもっと授業を受けたか
った。多様性，必然性が大切！

◆ 2015 年度（2 月 24 日，3bbc 生）：小・中連携を意識したアクティビティの計画と実践を行った。
1．主な活動内容

 �講義を聞きながら，小学校の外国語活動等で使われている学習教材についてふれ，どのように扱うのかを実
践しながら学んだ。また，小学校で行われている外国語活動の様子をビデオで鑑賞した。

内容。
海外で行われている英語教育について
英語教育の目標や指導方法について
教室英語の必要性や行われ方について
英語科による評価方法についてなど

2．学んだこと・コメント
 �本日，実際に英語の歌にジェスチャーをつけながらアクティビティーとして取り入れる実践をしてみたが，
思っていた以上に説明するのが難しく事前準備がいかに大切か分かった。また，小学校では教え込むという
より，自然に身に付けさせる方が良いのだと感じた。例えば，“Head, Shoulders”の歌では，ショルダーが
肩，ニーがひざなどと教え暗記させるのではなく，歌の中でタッチして自然と覚えた方が学習効果はより高
くなると思います。なので，小学校では見る授業より参加型の授業の方がより良いと感じました。（3bbc 生）

◆ 2016 年度（2 月 23 日，4bbc 生）：指導案を宿題にして模擬授業を取り入れることができた。
1．主な活動内容

 �ビデオを通じて今の段階で小学生の英語教育がどのように行われているのかを小学校 2 年生を例に見た。次
に 10 年前に行われた中学校 1 年生の授業を見てどういった部分が工夫されていて，また今後求められている
英語教育と比べた際に何が考えられるのかを吟味した。最後に 1 人 15-20 分で中学 1 年生の模擬授業を行
い，お互いの授業と指導案を見せ合うことで改善点やもっと応用がきかせられた点を話し合うことで教育実
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習へと繋がるアドバイスを得られた。
2．学んだこと・コメント

 �小学校の英語の授業を見た際に勿論 1 年生の頃から行われているということもあるが，予想以上に子供たち
が英語を話し触れていて，自分たちが小学校で受けた英語の授業からかなり発展していたことに驚いたと同
時に今まで自分が考えていた中学生への授業のあり方も変えていかなければいけないことに気づいた。

 �模擬授業に関しては準備不足だけでなく考えていたことを実際に授業で完璧に行うことは難しく，もっと 1
つ 1 つのことを丁寧に考えていく大切さを改めて実感した。目標 / 評価のあり方も事前に学んだことを踏ま
えて指導案を考えたことから今までよりもより一層時間をかけて作成したが，まだ詰めるべき部分が多かっ
たことも模擬授業を通じて感じた。今回の模擬授業で得た改善点を忘れずに教育実習で活かしたい。

5．おわりに

本研究の目的は，「教員養成コア・カリキュラム（英語）」の視点から，東海大学の 2019 年度新設科目「英語
科教育実践論」の位置付けとその役割について検討することであった。教員の専門性基準のない現状において，
教職課程コアカリキュラムや教員養成コア・カリキュラム（英語）開発の動きや成果は，日本の教師改革にとっ
て極めて重要な一歩であり，東海大学の英語科教職課程のカリキュラムや授業シラバスの指標や枠組みになるべ
きものである。また，それと同時に，東海大学独自の取組みも求められている。

2019 年度新設「英語科教育実践論」を検討するにあたり，本稿では，現行の 4 つの「英語科の指導法」科目
（英語科教育法 1，英語科教育法 2，英語科教材論，英語科教育法特論）の位置付けと役割を見直し，教員養成コ
ア・カリキュラム（英語）との関連性や整合性を図るために，J-POSTL について言及した。J-POSTL は，教職
に必要な知識を英語科教職課程履修生に与え，彼らが将来の教育者としての成長するためのツールとして用いる
ことができる。ゆえに，J-POSTL の自己評価記述文とコア・カリキュラムの学習項目を比較・対照することに
よって，4 つの「英語科の指導法」科目にバランスよく，優先すべき学習項目，学習順序，設定方法，授業回数
などを割り当てるヒントを得ることが可能である。また，大学で J-POSTL を使用する場合，96 項目全ての自己
評価記述文を扱うことはできないため，7 分野の中から選択して焦点を絞り，履修生達にそれぞれの記述文の意
味を考えさせ，学んだ内容や授業実践を振り返らせるように指導することによって，彼らを自律した教員へと導
く一助となるであろう。
「英語科教育実践論」については，その科目名が表すように，他の 3 科目では十分に時間を取ることができな

い授業実践によって，指導の知識・技能と英語力を身につけていくことが望まれる。現行の「英語科教育法特
論」は選択科目として集中講義で開講しているため，全履修者が対象ではなく，通常の科目より更なる時間的な
制約が授業運営・シラバスに影響を与えていることに鑑みて，「英語科教育実践論」では，小・中連携を意識
し，授業実践を多く取り入れた授業内容の工夫と運営を期待したい。

戦後最大規模と言われる教育改革が 2020 年度から始まる。小・中・高での教科 ･ 科目の構成や目標・内容が
新しくなり，教育現場ではいわゆる，｢主体的 ･ 対話的で深い学び｣ を取り入れた授業実施が期待されている。
また，高・大接続を目指した大学入学共通テスト導入によって，英語では 4 技能評価（聞く・読む・話す・書
く）へと変わっていく。このような時代の変化に対応し，教育現場で活躍できるような英語教員を育てていくと
いう使命を果たすため，教職課程認可大学に課せられた責任は非常に重く，非教員養成系・私立大学である東海
大学も決して例外ではないはずである。

注
 （1）本稿では，オリジナルの表現に従い，「コア・カリキュラム」と「コアカリキュラム」を使い分けている。
 （2）�東海大学の 2019 年度新設科目「英語科教育実践論」は，文部科学省への教職課程再課程認定申請（平成 31 年度

開講用）に際し，本校の課程資格教育センターが「英語科教育法特論」の名称変更として申請済みである。ま
た，申請に必要な「外国語（英語）コアカリキュラム対応表」は文学部英語文化コミュニケーション学科によっ
て作成された。従って，本稿の内容については，課程資格教育センターからの情報提供・共有に基づきながら
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も，東海大学による一連の正式手続きや教科内容とは直接の関連性は一切なく，筆者の個人的な見解と文責によ
るものである。

 （3）�東海大学の学生証番号の表記ルールにおいて，入学年度，入学学期，学科イニシャルを設定している。8bbc 生
は 8（2018 年度），b（春学期），bc（英語文化コミュニケーション学科）の意。

 （4）�CEFR は 2008 年に手引書が公開された。
　　 Council of Europe（2018）“COMPANION VOLUME WITH NEW DESCRIPTORS.”
　　 https://rm.coe.int/cefr-companion-volume-with-new-descriptors-2018/1680787989（2018 年 8 月 22 日引用）
 （5）�『英語教員の資質能力に関する研究─専門性規準・基準とグローバル・リテラシー育成』（2014～2016 年度・学

術研究助成基金助成金・基盤研究（C）研究課題番号： 26370741／東海大学　代表・伊東弥香）。
 （6）�東海大学研究倫理委員会・「人を対象とする研究計画書」承認番号 14049（2014 年度），15069（2015 年度），

16046（2016 年度），16146（2017 年度）。
 （7）�東海大学附属小学校（静岡県清水市）の英語授業を見学した際に，授業研究の目的でビデオ撮影許可を得たもの

を使用した。授業学年：2 年，授業者：大井藤花教諭（担任），使用教科書：なし，収録：2016 年 1 月 15 日（伊
東弥香）／授業学年：6 年，授業者：高橋佑未子教諭（英語科），使用教科書：なし，収録：2015 年 2 月 25 日

（伊東弥香）。
 （8）�中学校 1 年生のビデオは，「平成 18 年度東京都中学校英語教育研究会研究部公開授業」（ジャパンライム）を使

用した（府中市立府中第二中学校 1 年 C 組，授業者：田口徹教諭）。
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